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１ 開発許可制度の意義 

開発許可制度は、都市の周辺部における無秩序な市街化を防止するため創設された

制度です。その目的を達成するため、開発許可制度には、都市計画区域を計画的な市

街化を促進すべき市街化区域と市街化を抑制すべき市街化調整区域に区域区分した目

的を担保することと都市計画区域内の開発行為について道路や排水設備等の必要な公

共施設の整備を義務づける等良質な宅地水準を確保することの二つの役割が与えられ

ています。 

また、近年、都市計画区域外においても都市的な土地利用が展開している状況を踏

まえ、一定の開発行為については都市計画区域の内外にかかわらず許可の対象とされ

ており、都市計画区域の内外を問わず適正な都市的土地利用の実現についてもその役

割とされています。 

開発許可制度創設当時においては、旺盛な宅地需要等による都市周辺部の散発的開

発によるスプロール対策を念頭に制度構成、運用をしてきました。しかし、その後の

都市の状況は、モータリゼーションの進展等を背景に、病院、学校、庁舎、大規模な

集客施設等の都市機能の無秩序な拡散が進行しました。このような拡大成長のまちづ

くりは、自動車に過度に依存した都市構造をもたらします。それにより、都市機能の

集積を前提に整備されてきた公共投資の非効率化、環境負荷の増大、各種公共サービ

スの効率の低下が懸念されています。これからの開発許可制度は、人口減少・超高齢

社会に対応する都市機能がコンパクトに集積した都市構造の実現を目指す運用が求め

られています。 

 

２ 良質な宅地水準の確保 

良質な宅地水準の確保は、具体的には法第３３条の技術基準によって担保されるも

のですが、既成市街地、新市街地、既存集落等、開発区域の周辺の状況によっては、

道路、公園、緑地等について求められる水準が必ずしも一律ではなく、地域の実情に

よって異なる場合もあります。法第３３条の技術基準は、地域の実情を十分に勘案し

た上で、政令で規定されている技術的細目のただし書等の運用や技術的細目の強化又

は緩和に関する条例の制定等、適切に運用することが必要です。 

また、開発許可制度に基づき設置された公共施設は、良好な都市環境の確保の観点

から設けられたものであり、適正な維持・管理が行われなければその期待される機能

が発揮されないことから、土地の帰属や施設の維持・管理・更新等にかかる協定を締

結する等、その適正な管理についても十分配慮することが求められます。 

 

３ 市街化調整区域における開発許可のあり方 

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とされ、許可することができる開発行

為は法第３４条各号において限定されています。また、原則として用途地域の指定は

行われず、市街地開発事業の実施も予定されません。このような性格の市街化調整区

域の中であっても、保全することが適当な区域等厳しく許可基準を運用することが求

められる区域を除き、地域の実情によっては、周辺の市街化を促進するおそれがなく
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市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為や、地

区計画等を策定した上でこれらに適合する開発行為については、個別に許可を行う場

合もあります。 

これは、市街化調整区域は、優良な農地等、優れた自然環境を有する区域、災害の

発生のおそれがある区域その他保全することが適当な区域については、開発による新

たな市街化を許容すべきではありません。しかし、市町村の基本構想や都市計画区域

マスタープラン等を踏まえ、計画的で良好な開発行為、市街化調整区域内の既存コミ

ュニティの維持や社会経済情勢の変化への対応といった事項を勘案して必要性が認め

られる開発行為で、更なる市街化を促進するおそれがないと認められるものについて

は開発を容認しても差し支えないとの考え方に基づくものです。 

したがって、市街化調整区域における開発許可は、市街化調整区域が用途地域の指

定、都市施設の整備、市街地開発事業の実施が予定されないという基本的性格を踏ま

えた上で、開発行為が行われても支障がない区域であるか、予定建築物の用途、目的、

規模等が既存コミュニティの維持や社会経済情勢の変化への対応といった観点から必

要性が認められるか、開発予定区域周辺の公共施設の整備状況、開発行為に係る公共

施設等の整備予定等を勘案して適切な開発と認められるか等について総合的に勘案し、

条例や審査基準の制定等を通じて、地域の実情に応じた制度運用を行うことが必要で

す。 

 

４ 居住調整地域における開発許可のあり方 

人口減少・高齢化の進展という社会背景を踏まえ、都市構造を集約化して都市の機

能を維持していくため、平成２６年の都市再生特別措置法の改正によって、立地適正

化計画が制度化され、あわせた都市計画法の改正により新たに居住調整地域を都市計

画に定めることができるようになりました。この居住調整地域は、立地適正化計画の

区域のうち、居住誘導区域外の区域において定められる、居住を抑制すべき区域です。

（ただし、市街化調整区域以外） 

そのため、居住調整地域においては、住宅地化を抑制するため、一定規模以上の住

宅の開発行為について、都市計画法第３３条の技術基準に加えて、第３４条の立地基

準に適合する場合に許可を受けることができることとされています。これは、開発許

可という、より強力な手法を用いることで、立地適正化計画の区域全体における住宅

の配置状況等を勘案し、住宅立地を適切にコントロールするためです。 

なお、居住調整地域は、そもそも事業者等による一定規模以上の住宅開発を抑制す

るために定めるものであることから、個人が自己居住用の住宅を建築する目的で行う

開発行為については立地基準に基づく規制対象とはなりません。 

 

５ 審査基準の明確化 

開発許可の審査は、地域の実情に応じてある程度柔軟性のある運用を行うとともに

開発申請者に必要以上の負担を求めることがないよう十分配慮すべきです。そのため、

審査基準を明確にして、開発許可手続の迅速化、簡素化に努めています。審査基準の
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明確化については、開発審査会の審査基準の明確化のほか 、技術基準の運用について

の審査基準も明確にし、立地・技術両方の審査基準をあらかじめ公表し、開発許可制

度の公平性、透明性を高めています。 

また、開発審査会については、法第３４条第１４号に基づく審査等を通じ、地域の

実情に応じた弾力的な開発許可制度の運用のため積極的な役割を果たすことが期待さ

れています。 

 

６ 安全なまちづくりのための開発許可制度 

開発許可制度の運用においては、近年の激甚化・頻発化する災害を踏まえ、増大す

る災害リスクに的確に対応するため、雨水流出抑制施設の設置や法面対策等のハード

対策とともに、災害リスクの高いエリアにおける開発の抑制が重要となっております。 

そこで、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災害危険区域、

地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第

５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域、特定都市河川浸水被害対策法（平成

１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域及び急傾斜地の崩壊による

災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域については、法第３３条第１項第８号により開発の規制対象となっています。 

また、市街化調整区域において特例的に開発を認める法第３４条第１１号の条例で

指定する土地の区域及び同条第１２号の条例で定める区域については、地域の実情や

災害の防止上必要な事項等も考慮した上で指定するなど、安全なまちづくりの実現を

目的とした開発許可制度の運用が必要となります。 


